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Only one Tokushima

徳島発の政策提言

｢一億総活躍社会｣ への処方箋
 知恵は地方にあり！ 





「 徳 島 発 の 政 策 提 言 」

～ 「一億総活躍社会」の実現に向けて ～

我が国の人口は，平成２０年をピークに減少に転じ，今後，加速度的な減少局面

を迎えるとされており，この「人口減少の克服」を目指す「東京一極集中の是正」

「 」 ， 。と 地方創生 の実現に向けた取組みが 国・地方の最重要課題となっております

こうした中 国におかれましては 本年度を 地方創生・元年 と位置付け ま， ， 「 」 ，「
ち・ひと・しごと創生基本方針２０１５」を閣議決定し，ローカル・アベノミクス

の推進をはじめ「地方創生」の深化に向けた取組みを本格化させるとともに，我が

国の将来の繁栄に向けた礎を築くべく 「希望を生み出す強い経済 「夢を紡ぐ子， 」，
育て支援 「安心につながる社会保障」からなる「新三本の矢」を掲げ 「一億総」， ，
活躍社会」の実現に向けた取組みを進めていただいております。

本県におきましても，地方版総合戦略である「 東京『とくしま回帰』総合戦vs
略」を全国に先駆けて策定し，地方からの創意工夫を凝らした積極的な「芽出し」
として，本県独自に可能な規制緩和を行う「徳島版地方創生特区」により，市町村

の先駆的な取組みを後押しするとともに，国の経済対策のモデルとなったプレミア

ム付き地域商品券をはじめ第３子以降の保育料無料化など，県勢発展に向け 「創，
造的実行力」をもって全力で取り組んでいるところです。

一方，ＴＰＰ発効で大きな影響を受ける農林水産業の振興，全国各地で多発する

気象災害や「南海トラフ巨大地震」をはじめ近い将来必ず発生するとされる大規模

災害を迎え撃つ対策など，国・地方を挙げて早急に取り組むべき課題も山積してお

ります。

本県では，それぞれの現場の現状をしっかりと把握し，十分に課題・ニーズを分

析のうえ，真に実効性ある施策を展開するべく 「現場主義」を徹底し 「ピンチ， ，
をチャンスに」の発想と「県民目線」による政策を実践して参りました。

このたび，今後の政府予算編成が，まさに地方の現場の実情に即した効果的なも

のとなるよう 「知恵は地方にあり！」との考えのもと 「徳島ならでは」の知恵と， ，
工夫を盛り込んだ「徳島発の政策提言」を緊急に取りまとめました。

国におかれましては 「課題解決先進県・徳島」からの「一歩先の未来」を切り，
拓く「処方箋」を十分にご検討いただき，顕在化する様々な課題を解決し 「地方創，
生 ，さらには「一億総活躍社会」の実現へと繋がる政策を迅速かつ効果的に実行」
されますよう，ここに提言いたします。

平成２７年１２月

飯 泉 嘉 門徳島県知事
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１ 「地方版総合戦略の具現化」に向けた財源の確保について

主管省庁（内閣官房，内閣府，総務省自治財政局）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《平成28年度概算要求の状況》
　◇　地方創生関連
　　・　地方創生の深化のための新型交付金　1,080億円（事業費ベース 2,160億円）
　　・　まち・ひと・しごと創生事業費（地方財政計画）　１兆円
　　　※少なくとも総合戦略の期間である５年間は継続し,１兆円程度の額を確保
《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P.43）
　◇　地方創生に向けた多様な支援（財政支援）
　　・　従来の縦割りの事業を越えた財政支援を行う「新型交付金」の創設

県担当課名　地方創生推進課，市町村課，財政課
関係法令等　まち・ひと・しごと創生法，地方財政法

　■　全国の都道府県と市町村においては，平成２７年度中に「総合戦略」を策定
       し，平成２８年度からは，創意工夫を凝らした各種多分野にわたる具体的な事
　　業を本格的に実施することから，その推進エンジンとなる「自由度の高い財源
　　の確保」が喫緊の課題となっている。

　■　国においては，「地方創生の今後の方向性」を示す「まち・ひと・しごと創
　　生基本方針２０１５」を本年６月に閣議決定を行い，従来の「縦割り」を越え
　　た「財政支援」を行う「新型交付金の創設」を明記している。

　■　これを受け，国の平成２８年度予算・概算要求では，「地方創生の深化のた
　　めの新型交付金」が盛り込まれており，先駆性のある取組みや政策間連携の取
　　組みなどを支援することとされ，要求額は「１，０８０億円」，事業費ベース
　　は「２，１６０億円」となっている。

　■　また，平成２７年度の地方財政計画の歳出に計上された「まち・ひと・しご
　　と創生事業費」は，少なくとも「地方版総合戦略」の期間である５年間は継続
　　し，１兆円程度の額を維持することとされている。

直面する課題

地方創生に向けた「国の財政的支援」 ～求められる強力な推進エンジン～

平成２６年度補正 平成２７年度 平成２８年度以降

【地方創生先行型交付金の創設】
○地方の取組を支援する交付金を

先行的に創設
○「総合戦略」の策定・実施に手厚く支援

《１，７００億円》

【新型交付金】
○要求額

《１，０８０億円》
○事業費ベース

《２，１６０億円》

【地方財政計画】
○まち・ひと・しごと

創生事業費

《１兆円》

【地方財政計画】

○まち・ひと・しごと

創生事業費

《１兆円》

総合戦略の策定

概

算

要

求

緊急的取組み
「
待
っ
た
な
し
」の
「地
方
創
生
」を
加
速
！

高い

自由度

で！

「総合戦略」の本格実施へ

大胆な

規模

で！
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【課題解決への方向性と処方箋】

　

【徳島発の政策提言】

　・　「新型交付金」は，地域の実情に応じた事業設計が可能となる「柔軟な制度設
　　計」とするとともに，「総合戦略」の着実な具現化を図ることができる「十分
　　な規模」を確保すること。
　・　また,「平成２７年度補正予算」の措置を含め，地方創生予算全体を確保する
　　こと。

　■　「新型交付金」の創設に当たっては，地方がそれぞれの地域の実情に応じ，
　　創意工夫により「きめ細やかな施策」が展開できる「使い勝手の良い制度設
　　計」と「十分な規模の確保」が，不可欠である。

　・　平成２７年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」の拡充を図る
　　ほか，地方交付税をはじめとした「地方一般財源総額」を確保すること。

　■　「総合戦略」を具現化するためには，新型交付金とともに，地方交付税を
　　はじめとする「地方財政措置」など，「地方創生予算全体の安定的な確保」
　　が不可欠である。

方向性（処方箋）

今後の政府予算編成に向けて

具体的内容

提言② 「地方創生の深化」に向けた地方一般財源総額の確保

将来像

「ひと」と「しごと」の好循環により，活力ある暮らしやすい
「まち」が形成され,「地方創生」ひいては「日本創成」が実現！

提言① 「新型交付金」の柔軟な制度設計と十分な規模の確保

地方版総合戦略（H27～H31）

具
現
化
へ
更
な
る
ス
タ
ー
ト
ダ
ッ
シ
ュ
を
！

■ 「産学官金労言」の総力を結集
■ 具体的な数値目標を掲げた

「意欲的政策」を創造

戦略的な実践

「地方創生」から

「日本創成」の実現へ

全市町村全都道府県

平成２７年度中に策定！

～ 全国に先駆け，本年７月１６日に策定 ～

徳島の取組み

サテライトオフィスの

さらなる展開

とくしま移住交流促進

センター開所

Ｈ28以降～
～「強力な推進エンジン」を！～

使い勝手の良い
「新型交付金」

地方交付税をはじめとする
「地方財政措置」

補正予算の措置も！

国の地方創生関連予算

ｖｓ東京「とくしま回帰」総合戦略
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２　創業の促進について

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】

《平成28年度概算要求の状況》
　◇　新陳代謝・事業承継の促進
　　・　地域創業促進支援事業　19億円

《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P10，11）
　◇　地域企業の経営体制の改善・人材確保等　
　　・　創業支援・起業教育
《「日本再興戦略」改訂2015》（P40）
　◇　産業の新陳代謝の促進
　　・　「開業率が廃業率を上回る状態にし，米国・英国レベルの開・廃業率10％台
　　　（現状5％）を目指す。」
《自由民主党 政策集2014 J-ファイル》（P11，№51）
　◇　中小企業の事業再編・転換への支援、既存基幹・在来産業の底上げ
　　・　中小企業の創業や個人事業主の活性化、事業承継の応援といった
　　　「創業・第二創業」を徹底して促進・支援

県担当課名　　企業支援課

関係法令等　　小規模企業振興基本法，産業競争力強化法

　■　創業は産業の新陳代謝を促進し，経済を活性化する役割を持つことから，
　　国は欧米並の開業率１０％を目指しているが，現状では４．８％と大幅に
　　下回っている。

　■　創業に関して感じる不安として、「収入の減少，生活の不安定化」「事業に
    失敗した時の負債の返済」と回答する割合が高い。

   主管省庁（内閣官房，内閣府，経済産業省中小企業庁）

　■　ＴＰＰの大筋合意を受けて，関税撤廃やサービス・投資の自由化が推進
　　されることを企業活動の追い風として，地方の産業競争力強化を図るとともに，
　　担い手となる新規事業者の創出が重要である。

直面する課題

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

日本 アメリカ イギリス
ドイツ フランス

開業率

平成

％

県内創業希望者の声

出典:中小企業白書（2014年版）

・ 生活に根ざした創業

をしたいが収入の減少

が不安(50歳代・女性)

・ 失敗時のリスクを考えると

どうしても躊躇してしまう。

(30歳代・男性)

0 5 10 15 20 25 30 35

事業に失敗時の世間の冷たい目

自分の能力・知識・経験のなさ

プライベート時間がなくなること

挑戦することへの不安や孤独感

事業に失敗した後の再就職

事業に失敗した時の負債の返済

社会保障

事業の成否

収入の減少，生活の不安定化

起業の段階ごとに抱く不安

起業準備者 初期起業準備者 潜在的起業希望者 ％
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【課題解決への方向性と処方箋】

・創業・第二創業促進補助金

・創業者無担保資金

【徳島発の政策提言】

　・　創業による収入の減少や生活の不安定化等を解消するため，創業者の掛け金
　　により運用するセーフティネット制度を創設すること。

　・　地域で新需要を創造する新商品・サービスを提供する創業者の創業費用
　　を支援する「創業・第二創業補助金」の予算枠を確保すること。

　■　起業に際して抱える「収入の減少，生活の不安定化」に対する不安を解消
　　することが創業の促進につながる。

　■　創業・第二創業補助金をはじめ、返済が不要な資本性の資金調達を支援
　　することが，創業者の成功率を高めることにつながる。

　■　欧米並の開業率である１０％を目指すためには，思い切った創業支援策の
　　充実強化が必要である。

　　 　 ・サテライト相談　　　　  ・セーフティネット創設　　　　　　 

        ・専門家による窓口相談

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 創業者支援制度の創設

提言② 創業・第二創業補助金の確保

将来像

地方に「しごと」をつくり，「しごと」が「ひと」を呼び，
「ひと」が「しごと」を呼ぶ好循環により「地方創生」を実現

資金

相談 生活

創業支援

徳島県の先導的な取組事例

○セミナーの開催

・ｲﾌﾞﾆﾝｸﾞｾﾐﾅｰ（１５回）

・女性起業塾（７回）

○窓口相談

・出張サテライト相談

○エッグルーム

・創業者向け相談ルームを設置

○事業計画策定支援

・優れた事業計画の認定

○創業者表彰制度

・平成藍大市あったか

ビジネス大賞事業 平成藍大市あったか

ビジネス大賞表彰式

女性起業塾

今後の政府予算編成に向けて
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主管省庁（内閣官房，内閣府，外務省大臣官房，経済産業省通商政策局，
 国土交通省観光庁）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P7，8）
　◇　各企業・産業における「稼ぐ力」の向上

　　・地方公共団体が支援分野における民間のノウハウ,ネットワーク等を積極的に

　　活用していくことを促進し,自立的に｢稼ぐ｣地域の取組支援体制の構築を図る。

《「日本再興戦略」改訂2014》（P112，P116）
　◇　2030年に農林水産物の輸出額５兆円の実現，訪日外国人旅行者数3,000万人超

《自由民主党　政策集2014　Ｊ－ファイル》（P11，No.52）
　◇　「日本から世界へ」中小企業のグローバル化・海外展開の支援

　　・マーケティングや資本調達，人材育成,現地事業環境,リスク対応といった国

　　内から海外現地まであらゆる面をオールジャパンで支援する体制を強化

県担当課名　　国際戦略課グローバル戦略室

３　国の在外機関の活用について

　■　各地方自治体では，輸出に取り組む企業の活動支援や外国人観光誘客に関す
　　る様々な取組を行っている。

　■　ただ，各地方は，海外における認知度がまだ十分ではなく，海外での有効な
　　情報発信機関や媒体，人材等を最大限に活用し，情報発信力を強化していくこ
　　とは今後，極めて重要となる。

　■　その結果，2014年の対外輸出額は前年に比べ4.8%増の約73兆1,000億円，訪
　　日外国人客数は29.4%増の約1,341万人と急速な伸びを示している。

　■　ＴＰＰ大筋合意を受け,今後さらなる成長を図るためには,より日本の各地方
　　を主体としての海外事業展開が必要であり，各地方においては企業ニーズに沿
　　った販路開拓支援や人材の育成,言語サポートなど施策を活発に展開している｡
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輸出額と訪日外国人数の推移

農林水産物輸出額 訪日外国人数

直面する課題

(億円) (万人)

新興国の富裕層

和食の無形
文化遺産登録

東京オリンピック
・パラリンピック

円安効果

輸出増・訪日客増への追い風

都
市
部

ゴ
ー
ル
デ
ン

ル
ー
ト

地

方

持
続
的
な
成
長
！

ＴＰＰ大筋合意

出展：農林水産省，

(独)国際観光振興機構

地方の輸出増・
訪日客増が必要！

農林水産物輸出額
：５兆円！

訪日外国人旅行客
：３０００万人！

日本再興戦略
２０３０年の目標
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

・　国の在外機関が横断的に連携し，地方とともに産業や観光，物産等の総合的
　なプロモーション活動(例：｢地方創生！THE ○○県｣と銘打った情報発信)を行
　う機会を創出するとともに，国において事業実施のための予算を確保すること。

　■　本県では「とくしまグローバル戦略」や「とくしま農林水産物等海外輸出
　　戦略」に基づき，企業の海外販路開拓や，農林水産物の輸出支援，外国人観
　　光誘客，国際人材の育成などを，県を挙げて一体的に取り組んでいる。

・　大使館・領事館，ＪＥＴＲＯ，ＪＮＴＯなどが有するネットワークや人材を
　地方が活用できる体制を構築すること（外国人向けホームページでの地方の情
　報の発信，関係する現地企業・人材との橋渡しなど）。

　■　現場主義・企業目線に基づき，出前相談や随時の面談により，企業ニーズ
　　を踏まえた海外販路開拓支援や外国人誘客を行っており，東アジア・東南ア
　　ジアにおける前線基地として，中国に上海事務所を設置している。

　■　ＴＰＰ大筋合意を契機として県における輸出促進や，外国人誘客を世界各
　　国でさらに加速し,持続的な向上を図るためには,国がＪＥＴＲＯやＪＮＴＯ
　　の事務所など世界に持つ，ネットワーク・情報発信媒体やそれぞれの事業を
　　通じてつながっている専門家などの人材の力を活用し，県の情報発信力を強
　　化して，その認知度及びブランド力を高めていく必要がある。

世界に向けて

発信！

方向性（処方箋）

地方創生に向けて

具体的内容

地方から海外に向けた情報発信の強化による

「地域経済の継続した発展」と「地方創生」の実現！

将来像

観 光

提言① 国の在外機関による地方からの情報発信を支援する制度
の創設

徳島県の情報

産 業
多くの情報が効果的

に伝えられる！

提言② 国の在外機関と地方を直接結ぶ事業の推進

国の在外機関の
活用で地方からの
情報発信力と

信頼度を強化！

在外
機関

東アジア・
東南アジアに

発信！

上海
事務所
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４　ＴＰＰなどグローバル化への対応について

主管省庁（内閣官房，内閣府，農林水産省大臣官房・
消費・安全局・食料産業局・生産局）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《ＴＰＰ協定交渉の大筋合意を踏まえた総合的な政策対応に関する基本方針》
　　　　　　　　　　　　　  （平成27年10月9日 ＴＰＰ総合対策本部決定）
　◇　ＴＰＰの活用促進による新たな市場開拓等

　◇　ＴＰＰの影響に関する国民の不安の払拭

県担当課名　　農林水産政策課

　■　ＴＰＰ交渉は，本年１０月，米アトランタで開催された閣僚会合に
　　おいて「大筋合意」となったが，農林水産分野においては,
　　関税削減・輸入枠拡大等に伴う輸入量の増大が懸念される。

　　・　政府は，地域の現場で地方創生に努力する人々等の背中を力強く
      後押しし，ＴＰＰの活用を促進するため所要の措置を講ずる。

　　・　政府は，国民の懸念や不安を払拭するよう最大限努力する。
　　・　強くて豊かな日本の農林水産業，美しく活力ある農山漁村の構築に向けた
　　　万全の体質強化対策等を講ずる。

　■　こうしたグローバル化の急速な進行は今後より一層加速するものと考え
　　られ，影響が予測される農林水産業をはじめとする各産業の競争力強化など
　　具体的対策を講じることが急務となっている。

直面する課題

重要５品目関税交渉の結果

○コメ
・米国，豪州にＳＢＳ方式の国別枠を設定

（１３年目以降，米国に７万トン，

豪州に０．８４万トン）

○麦
・既存のＷＴＯ枠内のマークアップを４５％削減

○牛肉
・現行関税３８．５％を１６年目に９％まで削減

・セーフガードの発動は，１６年目で７３．８万トン

・セーフガード発動時の関税は１５年目に１８％

○豚肉
・従量税は現行４８２円/kgを１０年目に５０円/kg
に削減
・従価税は現行４．３％を１０年目に撤廃
・セーフガードは１２年目に廃止

○乳製品
・脱脂粉乳，バターに低関税輸入枠を新設

先行きが
不透明で経営
の継続に不安

安価な輸入農産品
が流入し国産価格
の下落が心配

輸出したいが

検疫が厳しいと聞いた。
難しそうだ。

現場の声

kanrisya
テキスト ボックス
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　都道府県が行う「輸出向け農薬使用基準作成」について「消費安全対策
　　交付金」や「果樹経営支援対策事業」の対象とすること。

　■　ＴＰＰがもたらす影響・効果についての試算を行った上で，丁寧な説明を
　　行い，広く国民の理解を得る必要がある。

　■　聖域とされた米，牛・豚肉などの重要品目について，引き続き再生産が
　　可能となるよう「攻め」と「守り」の対策を早急に講じる必要がある。

　・　相手国において，残留農薬基準がない農薬を輸出用に使用できるよう，
　　基準値の設定を相手国に対して強く交渉すること。

　・　地域の実情に応じ，きめ細やかな「守り」の対策が効率的かつ弾力的に
　　行えるよう，「ＴＰＰ地域対策基金」（仮称）を創設すること。

　・　国民の不安を払拭するため，ＴＰＰが地方経済・国民生活などに及ぼす
　　影響の分析を急ぐとともに，迅速かつ丁寧に説明すること。

　■　農産物の輸出を拡大させるためには，残留農薬基準が相手国において
　　設定されていない農薬について，基準値の設定が必要である。

方向性（処方箋）

地方創生に向けて

具体的内容

将来像

「攻め」と「守り」の対策

海外輸出の促進

ＴＰＰによる「不安」の払拭

提言① 影響分析と丁寧な説明の実施

「一億総活躍社会」の実現

経営安定対策

農林水産業の「成長産業化」や「一億総活躍社会」を実現！

地方創生を具現化

提言② ＴＰＰ地域対策基金（仮称）の創設

提言③ 科学的根拠に基づく検疫交渉による輸出環境の整備

kanrisya
テキスト ボックス
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５　「攻め」の米政策の展開について

主管省庁（内閣官房，内閣府，農林水産省生産局・政策統括官）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《平成28年度概算要求の状況》
　◇　経営所得安定対策
　　・　畑作物の直接支払交付金，米・畑作物の収入影響緩和対策等　3,811億円
　◇　水田活用の直接支払交付金
　　・　戦略作物助成，産地交付金　3,177億円
《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P16，17）
　◇　農林水産業の成長産業化〈需要フロンティア拡大，農業生産現場強化〉
　　・　一層の輸出環境の整備，食文化・食産業の海外展開に向けた需要の創出
　　・　米の生産調整の見直しに向けた米政策改革の着実な実施
《自由民主党 政策集2014 J-ファイル》（P40，№149）（P42，№156）
　◇　米政策改革（米の価格下落等への万全の対応）
　　・　飼料用米，麦，大豆等の戦略作物の本作化による水田フル活用の推進
　◇　輸出倍増　国別・品目別戦略（農林水産物の輸出拡大）
　　・　農林水産物・食品の輸出倍増（１兆円）をめざし，戦略的に施策を展開

県担当課名　　農業基盤課
関係法令等　　農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律

　■　ＴＰＰによる米の輸入枠拡大を背景に，「米づくり」への不安や，
　　飼料用米など新規需要米に対する国の支援策の存続を懸念する声がある。

　    また，飼料用米については，生産コストの低減や畜産農家など
    実需者への安定供給体制の構築が課題となっている。

　■　「攻め」の観点では，「米」の輸出も効果的であるが，
　　「輸入指定事業者制度」や「特別な検疫条件」などの様々な障壁により，
　　自由な取引が制限されている。

　■　さらに，近年の異常気象（温暖化）により，「米」の品質低下が顕在化
　　しており，その対策が課題となっている。

直面する課題

○「とくしま農林水産物等海外輸出戦略」の策定

「米」を重点輸出品目に指定
Ｈ２６年実績

シンガポール，台湾，

英国へ輸出

事業者指定や特別な検疫条件など

厳しい障壁

中国など

アジア

ＥＵ・北米
認知度向上と日本食文化の更なる

浸透

本県の「米」輸出の取組み

更に輸出拡大するには・・
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本県の主食用米の一等米比率の推移

近年は

１等米比率

が低下

％

75.0%

34.5%

飼料用米を使いたいけど
保管施設が必要

米農家

多収性品種は肥料代がかさむ

畜産農家

現場の声

-9-



【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　農業者が将来にわたって十分な所得を確保できるよう，
　　「水田活用の直接支払交付金」による支援継続や，低コスト生産に資する
　　多収性品種の開発や導入対策への支援の充実を図ること。
　・　また，飼料用米について，耕畜連携に向けた流通施設等の整備支援の充実
　　を図ること。

　・　気象変動に対応した高温耐性品種の導入など，「売れる米づくり」に向けた
　　取組みへの支援の充実を図ること。

　■　気象変動に対応した高温耐性品種への転換など，
　　輸入米に対抗できる，品質の高い「売れる米づくり」を推進する必要がある。

　・　「米」の輸出に関する相手国の厳しい輸入条件が緩和されるよう，
　　国において責任をもって交渉を進めること。

　■　飼料用米など新規需要米生産への支援を継続するとともに，
　　規模拡大・面的集積や効率的な多収性品種の開発・導入など生産コストの低減，
　　耕畜連携による流通体制整備が必要である。

　■　「米」の輸出促進については，相手国の輸入条件の緩和を図るとともに，
　　食料援助の活用も視野に入れた戦略的な市場開拓や，米粉や米の用途開発
　　が必要である。

　・　海外輸出促進のため，戦略的な市場開拓や新商品の開発について，
　　地方の自由な発想で事業が展開できるよう支援の拡充を図ること。

方向性（処方箋）

今後の政府予算編成に向けて

具体的内容

提言② 「米」の輸出に向けた取組みへの支援

将来像

提言① 飼料用米など新規需要米の生産支援の充実

需要に対応した水田農業の振興で「持続可能な農業・農村」の実現へ！

飼料用米を中心とする新規需要米の生産拡大

国内外で「攻め」の米政策を展開

・ＥＵと北米において，
「米，日本酒」のプロモーションを展開

・米粉を活用した麺類等の商品化促進
・酒米の振興，商品化促進

○その他の新規需要米

○耕畜連携の強化

・多収性「あきだわら」奨励
・養鶏と連携した地域内流通
・生産拡大に対応した施設
（飼料用米保管施設等）

海外輸出の促進

＜本県の取組み＞＜本県の取組み＞

○マーケティングの推進

●「徳島の地酒を育む酒米シンポジウム」

●ＬＥＤ酵母の活用

●「ミラノ万博」

●AＮＵＧＡ2015

気象変動に対応した売れる米づくりの推進

・高温耐性品種「あきさかり」の導入促進
による一等米比率の向上
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本県の飼料用米

の地域内流通の推移

173ha

67ha

H26の

約３倍

36ha
・農業者団体等の取組み

台湾への輸出５ｔ

提言③ 「売れる米づくり」に向けた米産地確立への支援

＜本県の取組み＞
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６　世界と戦う地域畜産の振興対策について

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】

《平成28年度概算要求の状況》
　　・　畜産・酪農経営安定対策　　　1,778億円
　　・　畜産収益力強化対策　　 　   　350億円
　　・　強い農業づくり交付金 　       345億円
《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P16）
　◇  農林水産業の成長産業化
　　・　需要フロンティアの拡大，バリューチェーンの構築
《｢日本再興戦略｣改訂2015》（P160）
　◇  世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実現
　　・「2020年に農林水産物・食品の輸出額を1兆円とする。」

県担当課名　　畜産振興課
関係法令等　　食料・農業・農村基本法

　■　地域畜産物を輸出し販路を拡大するには，地域単独では対応しきれない
　　非関税障壁等の課題が立ちはだかっている。

主管省庁（内閣官房，内閣府，農林水産省生産局）

　■　全国各地には，輸入畜産物との競争に負けない畜産ブランドがあるが，
　　高齢化や担い手不足により，その生産基盤は脆弱化が進んでいる。

　■　輸入畜産物に対抗するには，食肉処理施設等の高度化が求められるが，
　　施設整備要件のハードルが高く，小規模な産地では取り組みにくい。

直面する課題

地域には輸入畜産物に負けないブランドがある

「
攻
め
の
畜
産
」
を
展
開
し
た
い

牛肉輸出の場合

米国など：

日本の食肉加工施設に

厳しい衛生管理条件

マレーシア：

相手国の認証(ハラル)

が必要

非関税障壁のハードル

【地域食肉処理施設の現状】

・老朽化

・稼働率が低い

【補助事業の採択要件】

・1日当たり処理頭数

※豚換算頭数

「攻めの畜産」のためには

高度化が求められている。

１日700頭以上※

１日700頭以下

食肉加工施設整備の高いハードル

現場の声

○輸入畜産物との差別化のため

ブランド畜産物に転換したい！

○新ブランドを開発して欲しい！

○国内では消費が頭打ちなので，
販路拡大のため輸出したい！

○もっと海外に向けて国産品の

ＰＲをして！
●ＴＰＰに関する出前調査結果から

kanrisya
テキスト ボックス
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【課題解決への方向性と処方箋】

　　　　　　　　　　

【徳島発の政策提言】

　・　外国を相手とした販路開拓を地域単独で推進するには困難を伴う
　　ことから，国が先頭に立ち輸出に関連する障壁を取り除くとともに，
　　地域も参画できるよう輸出体制を構築すること。

　■　「攻めの畜産」を展開する拠点となる食肉処理施設については，地域の
　　実情に合った高度化への取組に対する国の支援スキームが必要である。

　・　小規模な食肉処理施設の整備も可能とするなど，補助事業の採択要件を
　　緩和し，地域資源で稼ぐ畜産業を支援すること。

　・　輸入畜産物との競争に打ち勝つことのできる地域畜産ブランドの育成や
　　産地の維持を強力に支援すること。

　■　輸出により，足腰の強い「攻めの畜産業」を展開するには，非関税障壁の
　　解消や，オールジャパンでの輸出体制の整備が必要である。

　■　輸入畜産物に対抗するためには，脆弱化した生産基盤の強化による生産力
　　の向上と，競争力を有する地域ブランドの育成・強化が必要である。

ＴＰＰは 地域ブランド vs 11カ国

・地域ブランドの開発，育成，原種維持

・地域ブランドの生産力向上による増産

・食肉処理施設などの整備

ＴＰＰは 日本 vs 11カ国

・非関税障壁の解消，緩和

・輸出条件緩和に向けたバイの交渉

・世界に向けた国産畜産物のPR など

方向性（処方箋）

今後の政府予算編成に向けて

具体的内容

将来像

持 続 可 能 な 畜 産 経 営 の 実 現

提言① 地域畜産ブランドに対する支援の充実強化

提言③ オールジャパンでの畜産物輸出体制の構築

オールジャパンによる地域畜産物の海外展開輸入畜産物と戦う地域ブランドの強化

国産畜産物を世界に！

提言② 地域の実状に即した食肉処理施設の整備要件の緩和

開 発

育 成

原種維持

ブ
ラ
ン
ド
確
立

食
肉
処
理

増

産

出

荷

輸
入
牛
肉

と
の
戦
い

kanrisya
テキスト ボックス
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７　林業の成長産業化・森林吸収源対策の推進について

　主管省庁（内閣官房，内閣府，財務省主税局，農林水産省林野庁，
 　経済産業省資源エネルギー庁）　　

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《平成28年度概算要求の状況及び税制改正要望の内容》
　◇　林業の成長産業化・森林吸収源対策の推進
　　・　次世代林業基盤づくり交付金　　200億円
　　・　森林・林業人材育成対策　　62億円
　◇　森林吸収源対策の財源確保に係る税制上の措置
《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P18）
　◇　林業の成長産業化
《「経済財政運営と改革の基本方針2015」の概要》（P9，P20）
　◇　「稼ぐ力」の強化に向けた事業環境の整備と成長市場の創造（農林水産業）
　　・　森林・林業については，豊富な森林資源を循環利用しつつ，新たな木材需要の
　　　創出や国産材の安定的・効率的な供給体制の構築等を推進する。
　◇　地球環境への貢献
　　・　森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に関する財源の確保については，
　　　2020年以降の温室効果ガス削減目標の設定までに具体的な姿について結論を得る｡

　■　森林資源は毎年成熟度を増し，本格的な利用期を迎えているが，
　　資源を十分に活かすには，基盤となる路網と林業の担い手が不足している。

関係法令等　　森林法，森林・林業基本法，公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律

　■　地球温暖化対策は，ＣＯ２排出抑制と森林吸収源の両面から対策を推進する
　　必要があるが，森林吸収源対策の安定的な財源が確保されていない。

　■　森林整備加速化・林業再生基金に代わる交付金が創設されたが，
　　単年度実施の予算となっている。

県担当課名　　林業戦略課，林業戦略課次世代プロジェクト推進室，森林整備課

0
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250

H17 19 21 23 25

直面する課題

人工林の樹齢別面積（県内）

0

10,000

20,000

30,000

面積
ha

全体の
６０％

高齢級（概ね５０年生以上）
樹齢

県産材の生産量（推移）

10

20

30

40

50

60

１．７倍

材積（万 ）

H16 H22 H26
基金活用

H26

H36

４倍林業

再生

林業

飛躍

次世代

林業

新次元

林業

進化するプロジェクト

県内の新規林業

就業者数（累計）

Ｈ３６年までに

倍増

とくしま林業アカデミー（H28開講）

概 要

(1) 開講時期 平成28年春
(2) 募集人員 10名程度
(3) 研修 1年
(4) カリキュラム

座学：60日 資格取得：40日
現場実習：100日

「緑の青年就業準備

給付金事業」の活用

50年 70年～30年

2000
3000
4000
5000
6000
7000

H17 19 21 23 25

県内の林内路網

整備延長（累計）
（人）

（ｋｍ）
Ｈ３６年までに

さらに

1500km必要
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　併せて，森林吸収源対策に重要な役割を担う地方財源を確保すること。

　・　地球温暖化防止に大きく貢献する林業・木材産業の振興に必要な
　　安定的かつ恒久的な財源確保の仕組みを構築すること。

　■　豊かな森林資源を活かし林業の成長産業化を確実なものとするため，
　　生産コストの低減に不可欠な，効率的且つ計画的な路網整備の推進と，
　　現場で「即戦力」となる素材生産を担う人材を確保・育成する必要がある。

　・　林業大学校等において，知識や技術等の習得に取り組む者を支援する
　　「緑の青年就業準備給付金事業」の予算確保をはじめ，
　　研修主体に対する助成など，人材育成対策の拡充・強化を図ること。

　・　「まち・ひと・しごと創生基本方針」で位置付ける
　　地方創生を牽引する「林業の成長産業化」を図るため，
　　継続的な交付金制度を創設し，川上から川下までの総合的な対策が推進できる
　　地方の自由度が高い制度とすること。

　・　生産性を向上させる路網整備に必要な各種交付金の所要額を確保すること。

　■　林業の成長産業化の実現に向けては，
　　 ｢森林サイクル(伐採・植栽・保育)」の定着と，
　　 ｢生産・流通加工・需要拡大｣を計画的に推進できる予算の確保が必要である。

　■　地球温暖化対策を推進するため，
　　森林吸収源対策を担う林業・木材産業の振興に必要な恒久的な財源
　　を確保することが不可欠である。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 林業の「成長産業化」対策の強化

将来像

地方創生に向けて

提言② 森林吸収源対策に必要な「安定財源」の確保

国内の豊富な森林資源を活かした「地域経済の活性化」と「地球環境の保全」！

流通加工 需要拡大

川上から川下まで一貫した 「新次元林業プロジェクト」を展開（H27～）

木材生産

製材工場

合板工場

木質ボード工場

路網＋大型機械 木質バイオマス発電所 海外輸出

小中学校

コンテナ苗木

人材の育成・確保

-14-



８　野生鳥獣の被害対策について

【現状と課題】

◇ ニホンジカ・ニホンザル・イノシシの捕獲の推移

◇　狩猟者登録数の推移及び年齢構成　　　◇　新規狩猟免許取得者の推移

【政権与党の政策方針】
《平成28年度概算要求の状況》
　◇　指定管理鳥獣等捕獲事業　　　　　１，５００百万円
　◇　鳥獣被害防止総合対策交付金　　　９，６５０百万円
　◇　シカによる森林被害緊急対策事業　　　５００百万円
《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P18）
　◇　農林水産業の成長産業化
　　・　捕獲事業の強化，捕獲従事者の育成・確保など，鳥獣害対策を強力に推進
《自由民主党 政策集2014 J-ファイル》（P42，№154）
　◇　有害鳥獣半減計画の実施
　　・　野生鳥獣の生息調査に基づく個体数管理など捕獲対策を強化
　　・　捕獲した鳥獣の加工処理施設，焼却施設の設置を支援

県担当課名　　生活安全課，農林水産政策課
関係法令等　　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律
　　　　　　　鳥獣による農林水産業等に係る被害防止のための特別措置に関する法律

主管省庁（内閣官房，内閣府，環境省自然環境局，農林水産省農村振興局）

　■　ニホンジカやニホンザル等野生鳥獣の生息域拡大により，本県では１億円を
　　上回る農作物被害や自然植生の食害による土壌流出や表層崩壊が発生している。

　■　捕獲鳥獣の有効活用を推進しているが，食肉処理加工施設の運営や
　　　ジビエの安定生産，品質向上，消費拡大に対する支援が十分でない。

　■　野生鳥獣の生息数の増加に伴い，有害駆除を積極的に推進しているが，
　　「鳥獣被害防止総合対策交付金」の配分額が不足しているため，
　　今後の緊急捕獲活動への支障が懸念される。

　■　狩猟税を活用し，捕獲の担い手・新規狩猟者の育成に取り組んでいるが，
　　税制改正に伴う減収により，計画的な人材確保が不十分になると危惧される。

直面する課題
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登録者数
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年齢構成比
(％)

出典：環境省鳥獣関係統計（徳島県）
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出典：環境省鳥獣関係統計（徳島県）
徳島県税務統計

6,577人 60歳以上
70.9％

2,271人

狩猟税
(百万円)

狩猟登録税
入猟税（目的税）

狩 猟 税 （目的税）
狩猟者育成

39百万円

25百万円

税収減少

187人

40人
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捕獲数(千頭)

有害駆除
1,714頭(27％)

狩猟
4,742頭(73％)

狩猟
5,217頭(25％)

有害駆除
15,471頭(75％)

20,688頭農耕地や集落に出没する野生鳥獣が著しく増加

6,456頭

出典：環境省鳥獣関係統計（徳島県）

ピーク時の1/3に減少 247人

-15-



【課題解決への方向性と処方箋】

　◇　効率的な捕獲体制の構築と若手狩猟者の育成

　　・緊急捕獲活動支援による有害鳥獣の捕獲強化

　　・認定鳥獣捕獲等事業者によるニホンジカの捕獲強化

　　・ニホンザルの加害群・個体数の半減を目指し，
　　　安楽死・避妊による管理モデルを実証
　　・狩猟免許試験の休日実施や大学生等を対象に免許取得講座の開催

◇　地域活性化のためのジビエ振興

　　・ニホンジカを一時飼養し，安全で良質な獣肉を安定供給

　　・阿波地美栄料理店認定制度等，情報発信の強化による消費拡大

【徳島発の政策提言】

　■　捕獲鳥獣をジビエとして有効活用する取組みの支援を強化する必要がある。

　・　指定管理鳥獣に「ニホンザル」や「カワウ」を加えるとともに，
　　指定管理鳥獣の捕獲活動を強化するため，十分な財源の確保を行うこと。

　■　捕獲を含めた被害対策を促進するために財政支援の強化を図る必要がある。

　■　狩猟者の減少や高齢化に対応した「効率的な捕獲体制を構築」するとともに，
　　若手狩猟者を新たに確保する必要がある。

　・　野生鳥獣被害対策を担う新規狩猟者の育成・確保を図るため，
　　捕獲に必要な知識や技術の習得支援制度を創設すること。

　・　捕獲した鳥獣の肉質改善や食肉処理で発生する残さの処理，消費宣伝等の
　　ＰＲ活動など，安定生産，品質向上と消費拡大に資する経費について，
　　「鳥獣被害防止総合対策交付金」による支援を行うこと。

  ・　警察官や自衛官のＯＢなどを地域の鳥獣捕獲員として活用する
　　非常勤の「公務員ハンター制度」を創設するとともに，財政支援を行うこと。

　・　有害鳥獣の緊急捕獲活動を維持・強化するため，
　　「鳥獣被害防止総合対策交付金」の十分な財源の確保と適切な配分を行うこと。

方向性（処方箋）

具体的内容

将来像

捕獲の担い手である狩猟者の確保と効率的な捕獲の推進・捕獲鳥獣の有効活用により，

人と野生鳥獣の適正な関係と地域社会の発展を実現！

加害群・管理モデル

避妊薬で繁殖抑制群れを集中捕獲

あ わ じ び え

集中捕獲（とくしま捕獲隊）

提言① 野生鳥獣対策のための「財政支援」の充実強化

提言③ ジビエ振興への支援の充実強化

提言② 効率的な捕獲体制の構築に向けた人材育成の強化

とくしま捕獲隊 ニホンジカ集中捕獲

免許取得講座

大学への出前講座

今後の政府予算編成に向けて

わな猟免許取得年齢の緩和を
利用した若者の免許取得数

８人（内大学生７人）
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９　地方空港の機能強化について

主管省庁（内閣官房，内閣府，国土交通省航空局，観光庁）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《平成28年度概算要求の状況》
　◇ 地方空港におけるインバウンド拡大に向けた着陸料軽減
　　・
《まち・ひと・しごと創生基本方針2015》（P16）
　◇ 観光消費拡大等のための受入環境整備
　　・
《「日本再興戦略」改訂2015》（P174，P175）
　◇ 観光資源等のポテンシャルを活かし，世界の多くの人々を地域に呼び込む社会
　　・
　　・

県担当課名　　交通戦略課

関係法令等　　空港法，航空法

　地方空港・港湾における出入国審査の状況も十分考慮したＣＩＱに係る必要
な物的・人的体制の整備

　■　慢性的な混雑が続く首都圏空港(羽田・成田)は，
　　今後，処理能力が限界に達する見込みであり，
　　このままでは訪日外国人等の航空需要に十分に対応できない。

　■　訪日外国人旅行者を2020年までに2,000万人とすることが目指されているが，
　　東京～京都・大阪を結ぶ「ゴールデンルート」に集中しており，
　　日本固有の魅力を持つ地方にも呼び込んでいくことが求められている。

　■　訪日誘客において，地方空港への国際便は有効な手段であるが，
　　地方空港においては，ＣＩＱ施設などの国際便対応機能が不十分で
　　旅客に不便をかける状況が生じている。

　国管理空港での新規就航等について，地域の支援額に応じて着陸料を軽減

　地方空港・港湾におけるＣＩＱの充実を図り，必要な体制の整備を推進

　全国の空港への就航の促進，できるだけ速やかな全国の受入れ体制の強化

直面する課題

施設面の制約から

国際チャーター便の

受入が困難に…

地方への波及が課題…

訪日外国人旅行者数等の推移 ゴールデンルートに集中する訪日外国人

861 

622 
836 

1,036 

1,341万人

2,000万人

20,305億円

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2020年

何らかの対策を講じない限り，

２０２０年代に限界…

旅行者数・旅行消費額

ともに過去最高！
○東京

○大阪

祖谷のかずら橋 千年サンゴ

発着枠（旅客便）：７１０

入国手続に

60～90分もの

時間を要するなど

海外旅客に不便…

首都圏空港の需要予測（発着回数） 地方空港の現状（徳島阿波おどり空港）

（年度）

2兆305億円

○京都
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　

　・　新規就航等に係る地域の支援策に応じた着陸料の軽減措置について，
　　季節運航便の運航期間拡大などの国内線の充実についても対象とするなど，
　　航空路線充実のための幅広い支援制度とすること。

　・　地方公共団体や空港ビル会社が行う国際便対応施設といった地方空港の
　　ターミナルビルの機能強化について，支援制度を創設すること。

　■　さらに多くの外国人を日本へ・地方へ呼び込んでいくためには，
　　地方ならではの魅力が詰まった広域観光周遊ルートを形成・情報発信する
    とともに，「地方空港」と「ＬＣＣも含めた国内線ネットワーク」を
　　最大限活用して，海外からのアクセスを確保していく必要があり，
　　地方空港発着の国際線や国内地方路線を充実させることが必要である。

　■　地方空港の国際便対応機能の強化を進めるためには，これに取り組む意欲的
    な地方公共団体や空港ビル会社を積極的に支援していく仕組みが必要である。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言② 広域観光周遊ルートへの誘客に向けた

地方空港発着の航空路線充実のための支援制度の拡充

提言① 訪日外国人2,000万人の達成に向けた地方空港の

機能強化のための支援制度の創設

将来像

今後の政府予算編成に向けて

地方空港をゲートウェイとする新たなゴールデンルートを創り
地方創生を加速！

施設整備への支援が必要 地方空港発着の路線充実が必要

国際便の受入や国内線の充実には，

もう一段の整備が必要！

駐機スポット

整備済み

「地方空港」と「国内線ネットワーク」 を

最大限活用！

搭乗橋の整備

周遊ルート

周遊ルート

海外

地方空港

ＩＮ・ＯＵＴ

国内線

地方空港の活用で

日本を満喫！

周遊ルート ゴールデン

ルート

ＣＩＱ施設の充実
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